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GPSを使用した証拠収集の適法性をめぐる二つの決定
判例研究
大阪地裁第９刑事部平成27年１月27日決定（Ａ決定平成26年（わ）124号ほ
か窃盗，建造物侵入被告事件），同地裁第７刑事部同年６月５日決定（Ｂ決定
平成25年（わ）5962号ほか窃盗，建造物侵入，傷害被告事件）
公刊物未登載（LEX／DB25506264，25540308）
【参照条文】憲法13条，31条，35条，刑事訴訟法197条１項，222条，129条
【事実】
（事案の概要）
本件は，大阪府警が窃盗事件の被疑者の行動を確認するため，裁判所の令状なし
でGPS（global positioning system＝ satellitengestütztes Ortungssystem＝全地球測
位システム）の端末を車両に取り付ける捜査手法によって得られた証拠の証拠能力
が争われた事案です。甲と乙は，丙および丁と共謀した同一の窃盗，建造物侵入事
件の共犯者として訴追され，甲は，大阪地裁第９刑事部で，乙は同地裁第７刑事部
で審理を受けました。
両事件における争点は，①泳がせ捜査の適法性，②ビデオ撮影による監視の適法
性，③GPS捜査の適法性など多岐にわたりますが，本稿では，③の問題を中心に検
討をしてゆきます。おおまかに言えば，GPS捜査について，前者（A決定）は任意捜
査だとし，後者（B決定）は強制捜査だとした点で対照的であり，注目されます。
両事件において，弁護人は，捜査機関は多数回，長期間にわたり，被告人等の使
用車両にGPS端末を取り付け，その位置情報を取得する捜査を行ったが，このよう
なGPS捜査は，プライバシー権を侵害するから強制処分であるが，現行法上これは
法定されておらず，また検証に当たるとしても無令状で行われるなどしており，令
状主義の精神を没却するような重大な違法があり，掲記の各証拠は，これらの捜査
によって得られた証拠および派生証拠であって，これを証拠として許容することが
将来における違法捜査抑制の見地からして相当でないことから，証拠能力のないも
のとして排除すべきである旨主張し，検察官は，任意捜査であり，その限界を超え
ていないから適法である旨主張しました。
》第９刑事部の認定した甲の罪となるべき事実の表示《
１　乙，丙と共謀の上，平成24年２月14日午前１時50分頃，長崎市α×丁目×番×
号月極駐車場において，Ｃ所有の普通乗用自動車１台（時価約50万円相当）
を盗んだ。
２　乙，丙および丁と共謀の上，平成25年３月21日午前３時30分頃，福井市β×
丁目××番×号ａビル×階Ｄ店内に，金品を盗む目的で，出入口扉の鍵を外し
て侵入し，Ｅ管理のカジュアルシャツ等52点（販売価格合計165万9000円）
を盗んだ。
３　乙，丙および丁と共謀の上，同年５月24日午前３時46分頃，兵庫県三田市
γ×番×号ｂビルＦ店内（店長Ｇ管理）に，金品を盗む目的で，出入口扉の
鍵を外して侵入し，Ｇ管理のトートバッグ等71点（仕入価格合計50万3293円）
および模造品等62点（時価合計41万5000円相当）を盗んだ。
４　乙および丙と共謀の上，同年８月６日午前０時58分頃，大阪府守口市δ×丁
目××番Ｈにおいて，Ｉ所有の普通乗用自動車１台（時価約50万円相当）を
盗んだ。
５　乙および丙と共謀の上，同年８月７日午前１時34分頃，大阪府寝屋川市
ε××丁目××番Ｊにおいて，駐車中の自動車から，Ｋ管理のナンバープレー
ト２枚を盗んだ。
６　乙，丙および丁と共謀の上，同年８月７日午前３時13分頃，兵庫県小野市
ζ×××番地のＬ簡易郵便局内（局長Ｍ管理）に，金品を盗む目的で，勝手口
扉の鍵を外して侵入し，Ｍ管理の収入印紙21枚（合計4200円）を盗んだ。
７　乙，丙および丁と共謀の上，同年８月７日午前３時35分頃，兵庫県三木市
η×××番地の貸駐車場において駐車中の自動車から，Ｎ管理のナンバープレ
ート２枚を盗んだ。
８　乙，丙および丁と共謀の上，同年９月２日午前５時８分頃，奈良県生駒市
θ×××番地Ｏ店内（店長Ｐ管理）に，金品を盗む目的で出入口扉の鍵を外して
侵入し，Ｐ管理のメガネフレーム等23点（仕入価格合計21万4915円）を盗んだ。
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【決定要旨】
Ａ決定は，本件条件下では，適法な任意捜査であるとして，GPS捜査に基づいて
得られた証拠を採用したのに反し，Ｂ決定は令状なしの違法な強制捜査であるとし
て，証拠請求を却下しました。論点毎に両決定の要旨をみてゆきたいと思います。
１　本件GPS捜査は任意捜査か強制捜査か
（１）Ａ決定
「本件で使用されたGPS発信器は，捜査官が携帯電話機を使って接続した時
だけ位置情報が取得され，画面上に表示されるというものであって，24時間位
置情報が把握され，記録されるというものではなかった。また，接続すると，
日時のほかおおまかな住所が表示され，地図上にも位置が表示されるが，その
精度は，状況によっては数百メートル程度の誤差が生じることもあり，得られ
た位置情報は正確なものではなかった。加えて，捜査官らは，自動車で外出し
た被告人らを尾行するための補助手段として上記位置情報を使用していたにす
ぎず，その位置情報を一時的に捜査メモに残すことはあっても，これを記録と
して蓄積していたわけではない。
そうすると，本件GPS捜査は，通常の張込みや尾行等の方法と比して特にプ
ライバシー侵害の程度が大きいものではなく，強制処分には当たらない。」
「そして，本件において，一連の犯行の全容を解明するためには，被告人ら
を尾行して他の拠点やその行動を捜査する必要性は高かった。他方，上記一連
の犯行において，犯人は盗難車を利用し，ナンバープレートを付け替えながら，
信号を無視し，高速道路のETC料金所を突破するなどしてかなりの高速度で広
範囲を移動して犯行を重ねていたことが認められ，仮に被告人らが犯人である
とすれば，その尾行には相当な困難が予想された。そうすると，被告人らを尾
行するため，被告人らの使用車両にGPS発信器を取り付けてその位置情報を取
得して所在を割り出す必要性は相当高かったと認められる。
加えて，上記のとおり本件GPS捜査によるプライバシー侵害は大きなもので
はない上，GPS発信器は磁石で車両の外部に取り付けられており，車体を傷つ
けるような方法は用いられておらず，また，多くの場合は公道上で取り付けら
れており，第三者の権利も侵害していない。そうすると，基本的には本件GPS
捜査は相当な方法で行われていたといえる。」
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（２）Ｂ決定
「本件捜査に用いられたGPSは，検索時におけるGPS端末の所在地点に関す
る状況に依存するところが大きいものの，誤差数十メートル程度の位置情報を
取得できることも多く，それなりに高い精度において位置情報を取得できる機
能を有していた上，少なくとも，警察官らが被告人の乗る車両を失尾した後も，
GPS端末の位置情報を取得することによって，再度，同車両を発見し，追尾す
ることができる程度には，正確な位置情報を示すものであったと認められる。
ところで，自動車等の位置情報は，人が乗車して自動車が移動する以上，そ
れに乗車する人の位置情報と同視できる性質のものと評価できる。
そして，本件GPS捜査は，尾行や張込みといった手法により，公道や公道等
から他人に観察可能な場所に所在する対象を目視して観察する場合と異なり，
私有地であって，不特定多数の第三者から目視により観察されることのない空
間，すなわちプライバシー保護の合理的期待が高い空間に対象が所在するばあ
いにおいても，その位置情報を取得できることに特質がある。本件においても，
コインパーキングや商業施設駐車場のみならず，ラブホテル駐車場内に所在し
た対象のGPSの位置情報が複数回取得されているところ，同駐車場の出入口は
目隠しのカーテンが設置され，公道からはその内部は目視できない状況にあっ
たし，施設の性質上，利用客以外の者が出入りすることは予定されておらず，
プライバシー保護の合理的期待が高い空間に係る位置情報を取得したものとい
える。
また，検察官は，本件GPS捜査は尾行等を機械的手段により補助するものに
過ぎない旨主張するが，尾行等に本件GPSを使用することは，少なくとも失尾
した際に対象車両の位置情報を取得しこれを探索，発見し，尾行等を続けるこ
とにほかならず，失尾した際に位置情報を検索すれば，対象が公道にいるとは
限らず，私有地，しかも前記のラブホテル駐車場内の場合同様，プライバシー
保護の期待が高い空間に所在する対象車両の位置情報を取得することが当然に
あり得るというべきである。更に，GPS端末を利用して捜査をする以上，その
取付け，取外しが不可欠であるところ，警察官らは，取付け，取外しの作業の
ためにも位置情報を取得したというのであるから，その際にも同様のことが当
然あり得る。そうすると，本件GPS捜査は，その具体的内容を前提としても，
目視のみによる捜査とは異質なものであって，尾行等の補助手段として任意捜
査であると結論付けられるものではなく，かえって，内在的かつ必然的に，大
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きなプライバシー侵害を伴う捜査であったというべきである。
更に，本件GPS捜査に当たっては，GPSの端末の取付け，取外しがなされて
おり，これらはGPSを捜査に使用する以上，不可欠な手順である。ところが，
対象車両が公道上にない場合は，GPS端末の取付け，取外しの際に，私有地へ
の侵入行為を伴う事態が想定される。門扉がなく，不特定多数人が通常立ち入
ることができる状態にある場合は，管理権者が立入りについて包括的に承諾し
ており，犯罪を構成しないと考え得るが，本件では警察官は，少なくともラブ
ホテル駐車場内には立ち入ったというのであり，施設の構造や性質上，管理権
者の包括的承諾があったといえるか疑義も生じ得るところである。GPS捜査の
密行性から管理権者の承諾を得ることができないのであれば，令状の発付を受
けて私有地に立ち入るべきであり，少なくとも，管理権者の包括的承諾に疑義
のある場所に立ち入ってGPS端末の取付け，取外しを行っている点においても，
本件GPS捜査には管理権者に対する権利侵害がある可能性を否定し難い。
したがって，本件GPS捜査は，対象車両使用者のプライバシー等を大きく侵
害することから，強制処分に当たるものと認められる（なお，本件GPS捜査に
よって得られた位置情報が，公道上に存在する対象車両使用者に関するものの
みであったとしても，本件GPS捜査にかかる前記の特質に照らせば，この結論
は左右されるものではない。）。」
２　本件ＧＰＳ捜査における違法性の程度および証拠の排除
（１）Ａ決定
「一部のGPS発信器については，車両がコインパーキングや商業施設または
ラブホテルの駐車場に停止中に捜査官が駐車場内に立ち入って取り付けてお
り，捜査官が管理者の承諾を得ずに立ち入ったことには若干の問題がある。し
かし，いずれも公道から門扉を乗り越えるなどせずに立ち入ることができる場
所であって，立ち入った時間も短時間で，夜間であるなど管理者の承諾が困難
な事情があったこともうかがわれる。この点については，すべてのGPS発信器
装着時の状況が明らかになっているわけではないので，その一部については管
理者の承諾を得ずにはいったことが違法と評価されることがないとはいえない
が，仮にそのようなことがあったとしても，令状主義の精神を没却するような
重大な違法とはいえない。」
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（２）Ｂ決定
「本件GPS捜査は，携帯電話機等の図面上に表示されたGPS端末の位置情報
を，捜査官が五感の作用によって観察するものであるから，検証としての性質
を有するというべきである。そうすると，検証許可状によることなく行われた
本件GPS捜査は，無令状検証の譏りを免れず，違法であるといわざるを得ない。
ア 本件GPS捜査は，対象車両の使用者のプライバシーを大きく侵害するも
のであり，しかも，管理権者の権利侵害を伴うこともあったから，その違
法性の程度は大きい。
イ 本件GPS捜査は，緊急状況下に行われたものではなく，むしろ，警察官
らは，６か月間以上にわたり，合計19台もの車両にGPS端末を対象者の承
諾なく取り付け，大規模かつ組織的にGPS捜査を実施している。それにも
かかわらず，その間，同捜査に関していかなる令状も取得していないばか
りか，令状取得の必要性，可能性及び取得すべき令状の種類等について，
警察内部で検討をした形跡すら窺われない。・・（中略）・・このように，
検証許可状を請求して司法審査を受けるいとまが十分にあり，そのほか令
状請求に何ら支障があったわけではないのに，これを怠ったまま長期間に
わたり無令状で本件GPS捜査を続け，そのような検討を怠った点は，警察
官らの令状主義軽視の現れと評価せざるを得ない。
ウ 警察官らは，本件GPS捜査に不可欠な手順であるGPS端末の取付け，取
外しの際に，管理権者の承諾も令状もなく，私有地に立ち入っている。
エ 本件捜査においては，被告人らの使用車両の追尾にはGPSの利用が不可
欠であったことから，捜査において重要な事実であったはずの本件GPS捜
査の実施状況は，組織として保秘を徹底すべきとされていた上，秘匿事項
として捜査報告書等に一切記載されず，たまたま被告人らにGPS端末の取
付けが発覚していたことを契機として公訴提起後に弁護人から主張がなさ
れるまでは，検察官にすらその実施が秘匿されていた。
オ 警察内部で「運用要領」が作成されているが，運用要領中，使用の継続
の必要性の検討については，形式的に報告がなされるのみで，実質的な検
討は行われていなかったと認められる。また，運用要領には，GPS端末の
車両への取付けや取外しは，「犯罪を構成するような行為を伴うことなく」
行われなければならない旨の要件があるところ，本件GPS捜査においては，
前記のとおり，ラブホテルの駐車場においてこれを行うなど，建造物侵入
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罪を構成しかねない場合があった。しかも，この点について，警察内部で
の上司への報告等は，口頭によるものにとどまっていた。
カ GPSに関する技術は現在も進歩し続けており，将来的にはより高精度の
測位システムに発達し，効果的な捜査に貢献する反面，プライバシー侵害
のおそれも高度化し得るというGPSを使用した捜査の特性も，本件GPS捜
査については，将来における違法捜査抑制という政策的見地から排除相当
性を検討するに当たり，考慮すべき事情の一つといえる。
キ 以上の諸事情を総合考慮すれば，本件GPS捜査は，令状主義の精神を没
却するような重大な違法があり，・・（中略）・・これにより得られた証
拠及びこれと密接に関連する・・（中略）・・各証拠を証拠として許容す
ることは，将来における違法捜査抑制の見地からして相当でないものとい
えるから，これらの証拠能力は，いずれも否定しなければならない。」
【研究】
原則的にGPS捜査に関する法的整備を欠いた現状の下では，本件についてプライ
バシー保護の観点からＢ決定に賛成します。
Ⅰ　はじめに
本年１月と６月，同じ窃盗被告事件について，大阪地方裁判所の二つの部でＧＰ
Ｓ捜査に基づく証拠の採否をめぐって相対立する決定がなされました。新しい捜査
手法に伴う刑事訴訟法上の興味ある問題点を含んでおり，判例研究の対象として選
びました。新しい捜査手法について，それに即応した法整備がなされる必要はある
が，その問題は立法論に止まります。現在，我々に課されているのは，ぎりぎり現
行刑事訴訟法の解釈論として如何に考えるべきかであります。
これまでのわが国の関連判例や諸外国の法制との比較を手掛かりにGPS捜査の論
点について検討をしてゆきます。考え方としては，
【Α説】本件GPS捜査は任意処分として，一定の要件の下に許される。
【Β説】強制処分であるが，その性質は検証であって，検証許可状により許される。
【Γ説】強制処分であるが，現行法ではその方式が規定されておらず，許されない。
の３説がありますが，本稿は，Β説の立場に立つことを予め示しておきます。
Ⅱ　関連判例の系譜
次の三つの判例は，本件GPS捜査の適法性の問題を考える上で参考にすべき判断
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です。
判例 強制捜査と任意捜査の限界
最高裁昭和51年３月16日第三小法廷決定（判例百選［９版］１事件〈大澤裕〉
４頁）
最高裁は，次のような職権判断をしました。「捜査において強制手段を用いる
ことは，法律の根拠規定がある場合に限り許容されるものである。しかしながら，
ここにいう強制手段とは，有形力の行使を伴う手段を意味するものではなく，個
人の意思を制圧し，身体，住居，財産等に制約を加えて強制的に捜査目的を実現
する行為など，特別の規定がなければ許容することが相当でない手段を意味する
ものであって，右の手段に至らない有形力の行使は，任意捜査においても許容さ
れる場合があるといわなければならない。ただ，強制手段にあたらない有形力の
行使であっても，何らかの法益を侵害し又は侵害するおそれがあるのであるから，
状況のいかんを問わず常に許容されるものと解するのは相当でなく，必要性，緊
急性なども考慮したうえ，具体的状況のもとで相当と認められる限度において許
容されるものと解すべきである。」と判示しました。
判例 電話検証
最高裁平成11年12月16日第三小法廷決定（判例百選［９版］34事件〈安村勉〉
72頁）
暴力団による組織的な覚せい剤密売が組事務所で行われるとの疑いの下に，組
事務所居室における電話を傍受すべく，警察官が裁判官の検証許可状を取得し，
２日間にわたり電話傍受を実施したという事案について，「電話傍受は，通信の
秘密を侵害し，ひいては，個人のプライバシーを侵害する強制処分であるが，一
定の要件の下では，捜査の手段として憲法上全く許されないものではない。・・
（中略）・・・重大な犯罪に係る被疑事実について，被疑者が罪を犯したと疑う
に足りる十分な理由があり，かつ，当該電話により被疑事実に関連する通話の行
われる蓋然性があるとともに，電話傍受以外の方法によってはその罪に関する重
要かつ必要な証拠を得ることが著しく困難であるなどの事情が存する場合におい
て，電話傍受により侵害される利益の内容，程度を慎重に考慮した上で，なお電
話傍受を行うことが犯罪の捜査上真にやむを得ないと認められるときには，法律
の定める手続に従ってこれを行うことも憲法上許される。」と述べ，検証許可状
に基づく捜査が適法であると判示しました。
１
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判例 宅配梱包物の内容に係るエックス線検査
最高裁平成21年９月28日第三小法廷決定（判例百選［９版］33事件〈井上正仁〉
70頁）
警察官らが，覚せい剤密売の嫌疑で内偵捜査をすすめていたところ，暴力団関
係者から某会社宛てに送られた宅配便荷物について関西空港内大阪税関におい
て，エックス線検査装置を用いて検査を行い，その結果，細かい固形物が均等に
詰め込まれている長方形の袋の射影が観察されたことにより，捜索差押許可状を
得て荷物を押収したという事案について，「本件エックス線検査は，荷送人の依
頼に基づき宅配便業者の運送過程下にある荷物について，捜査機関が，捜査目的
を達成するため，荷送人や荷受人の承諾を得ることなく，これに外部からエック
ス線を照射して内容物を観察したものであるが，その射影によって荷物の内容物
の形状や材質をうかがい知ることができる上，内容物によってはその品目等を相
当程度具体的に特定することも可能であって，荷送人や荷受人の内容物に対する
プライバシー等を大きく侵害するものであるから，検証としての性質を有する強
制処分に当たるものと解される。そして，本件エックス線検査については検証許
可状の発付を受ける得ることが可能だったのであって，検証許可状によることな
くこれを行った本件エックス線検査は，違法であるといわざるを得ない。」と判
示しました。
Ⅲ　GPS捜査とはなにか。何故GPS捜査が問題となるか。
１　GPS捜査とはなにか。
従来，アメリカ合衆国では，被疑者を追跡・監視するための電子機器としてビ
ーパー（beeper）が用いられていました。その後，より安価でより正確に被疑者
の位置を示すことが可能な装置としてGPSが登場したのです。GPS追跡装置によ
り得られた位置情報は，PC等で逐時受信します。したがって，捜査官がGPS追
跡装置を被疑者の車両等の所有物に装着した後は，目視による監視を伴わないで
被疑者を追跡・監視することが可能になります。
GPSは，アメリカ合衆国国防省が構築したシステムですが，先駆けは，同国海
軍の衛星測位システム》TRANSIT《といわれています。1993年に，追跡装置と
して，時間と方位のナヴィゲーション・システム（Navigation System using
Time And Ranging＝》NAVSTAR《）が運用されるに至りました。このシステム
には，21個の活動衛星と３個の予備衛星が用いられており，これらの衛星は，
3
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19,000ないし20,000キロメートル離れた軌道で地球を回ります。そして，少なく
とも３個の衛星からの電波照射の到達時間に基づき，地表の目標物（GPS-
Sender発信器）の位置を精確に計測することができ，地上の利用者は，衛星から
送られてくるシグナルによって当該目標物の位置を精確に知ることが可能となり
ます。GPS技術は，もともとアメリカ軍部によって，ミサイルの運航や軍事的目
的物のナヴィゲーションのために開発されたものでありますが，後に，部分的な
がら，一定の制限付きで一般の利用にも供されることとなったのです。かかる経
緯からも，》peaceful purpose《が強調される所以です。現在では，スマートフ
ォンやカーナビなどに活用されています。いささか古い数字ですが，2000年５月
１日現在でGPSの利用者は，最大10ないし12メートルの誤差で対象の位置を把握
できるとされ（註１），2013年の新聞では，５ないし10メートルの誤差で位置を知ること
ができると報じられていますから（同年８月８日の朝日新聞朝刊31頁），近時で
は相当精度も上がっている筈です。
２　GPS捜査の特徴点
GPSによる位置情報は，被疑者の追跡以外の場面においても種々の利用可能性
を有します。卑近な例を挙げれば，高齢者や子供などに持たせ行方が判らなくな
ったときに位置を確認したり，自分の車に取り付けて盗まれた場合に追跡したり
する用途などがあります。GPSを用いた捜査方法の特徴として，次の３点を挙げ
ることができます（参考文献 251頁）。
① ビーパーよりも正確な位置情報を安価かつ簡易な方法で取得できる（取得
の容易性）。
② 取得される位置情報はデジタル情報であることから，長期間にわたって大
量に記録することも可能である（収集の容易性）
③ コンピュータを利用してこれらの大量の記録を分析することによって，対
象者の行動パターンやプロファイルのような捜査に有用な情報を作成するこ
とも可能である（分析の容易性）
Ⅳ　諸外国におけるGPS捜査
諸外国では，以下のようにそれぞれの形で法整備が進んでいます。一方，わが国
では21世紀にふさわしい刑事訴訟の改革が審議されたものの，残念ながらこの分野
における捜査の在り方に関する法整備は緒にすら付いていないと言ってよいでしょ
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う。早急に新しい捜査方法に対処できる法律が必要です。
１　アメリカのGPS法制
アメリカ合衆国では，もともと，電話傍受や電子的盗聴の問題について，物理
的侵入があった否かで不法な捜査かどうかを決してきました（physical trespass
doctrine）。ところが，機器や壁の破損を伴わない電子的盗聴の技術が発達し，
この原理ではまにあわなくなりました。そこで，プライバシーの合理的期待が基
準として取って代わったのです（註２）。それが，1967年のKatz v.US判決（389 U.S.347）
です。法廷意見を執筆したスチュワート判事は「修正４条は，人を保護している
のであって，場所を保護しているのではない。」（the Fourth Amendment protects
peaple,not places.）として，プライバシー侵害の有無を基準として，合衆国憲法
修正４条の捜索・押収の範囲を決しました。補足意見でハーラン判事は，修正４
条にいう捜索・押収に当たるか否かは，個人のプライバシーの合理的期待の範囲
によって決定すべきであるといういわゆるプライバシーの合理的期待基準を打ち
立てました。その基準とは，具体的には，第一に，個人がプライバシーの期待を
現にもっていること〈that a person have exhibited an actual （subjective）
expectation of privacy〉（プライバシーの主観的期待），第二に，そのプライバシ
ーの期待が社会にとって合理的なものと認められるものであること〈that the
expectation be one that society is prepared to recognize as“reasonable”〉（プライ
バシーの客観的期待）というものであり，これらの要件を充たした場合，個人の
プライバシーの合理的期待が，憲法上保護されることになりました。
そして，2012年１月23日のUSv.Jones判決（132S.Ct.945）は,車両に28日間（本
件は６か月）GPS追跡装置（クレジットカード大）を取り付けた「装着型」の監視
行為は，憲法に禁止する「不合理な捜索」に当たると判示しました。上述の二つ
の原理がある中で，法廷意見は，装着型のGPS捜査につき，物理的な侵入の有無
を基準にする法理を用いていますが，内蔵型のGPS捜査についてはプライバシー
期待の基準を適用すべきだといっています。しかしながら，補足意見が装着型の
GPS捜査についても後者の基準のみの適用や両者の併用を主張していることを加
味すれば，この判決は，合法・違法の限界線を物理的侵入の有無においていると
しても，プライバシーに対する期待を十分考慮に入れた判断と思われます（参考
文献 7頁， 273〜275頁）（註３）。5 6
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２　ドイツのGPS法制
ドイツでは，刑事訴訟法100条ｈ１項１号の「写真撮影」の規定に引き続き，
同項２号により，「その他の技術的装置の利用」として，被疑者等に対し，屋外
で，監視目的のための技術的装置（例えば，運行記録装置，無線方位発信器，追
跡装置）を使用することが許されています。その要件は，①重要な意味をもつ犯
罪行為（eine Straftat von erheblicher Bedeutung）を捜査対象としていること，
かつ，②行為者の所在捜査が他の方法では十分な成果が見込めないか困難である
場合（auf andere Weise weniger erfolgversprechend oder erschwert）と規定され
ています。そして，GPSを装着し，その助けを借りて，監視する車両の速度，運
行状態，走行位置，走行時間を切れ目なく追跡することは，同号に含まれ，憲法
にも適合し，適法であるとの解釈がとられています（註４）。
連邦通常裁判所は，2001年１月24日判決で，GPSの使用による証拠採取は100
条ｃ（現在は100条ｈ）に定めるところに含まれ，許容されると判示しました。
そして，この条項は，訴追官庁（検察官）による技術的装置の運用に必要な随伴
処分としてGPSの実施を許していると解しました。その上で，捜査の実施に当た
っては相当性の配慮を求めました。つまり，③一般に比例原則に則った相当性
（Verhältnismäßigkeit）があれば，許容されると解釈されています（註５）。
この事案については，連邦憲法裁判所も，基本法に規定されている明確性の原
則および法治国家原則にも違反しないとして合憲の判断を示しました（参考文献
737頁）。
これらの判例を批判するトリアー大学キューネ教授は，常に危険に曝される監
視行為に対する法治国家として限界の線引きを要求します。同教授が問題として
いるのは，①訴追官庁にGPS捜査の実施を認めているが，基本権擁護の中心的立
場を迂回するものではないか。つまり，裁判官による司法的チェックが必要では
ないか。②相当性（あるいは比例性）原則と言っても，限界が不明確ではないか。
③他に効果的手段がないときという補充性の原則も，具体性が明らかでない。そ
こで，①については，裁判官の令状を法制化するとともに，②，③についても，
法律で明確な限界を示すべきであると提言しています（註６）。また，ケルン大学ベルン
スマン教授は，①BGHの判決は，GPS捜査が広く宇宙空間にまたがる法的問題で
あ る こ と を 看 過 し て い る こ と ， ② 被 疑 者 の 人 格 に 関 わ る 「 総 合 監 視 」
（Totalüberwachung）に繋がるため，基本的人権への注目を引かねばならないと
しています（註７）。
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３　フランスのGPS法制
フランスでは，位置情報収集に関する2014年３月28日法により，刑事訴訟法
が改正され，位置情報装置の使用をめぐる規定が整備されました（230条の32
ないし44）（註８）。
これによれば，フランス領土内において，人または所有者もしくは占有者の同意
なく車両その他の物について，予審または捜査の必要があるときは，その現在地特
定のための装置を用いることができます（230条の32）。対象犯罪は，３年以上の収
監刑が科される刑法434条の６（重罪またはテロ犯罪の犯人蔵匿罪）および434条の
27（逃走罪）などに限られます（同条１項１ないし４号）。装置の取付け等は，司
法警察員またはその指示を受けた司法巡査が実施します（同条２項）。
現行犯または司法警察職員による通常捜査等の場合は，14日間を限度として検
事正がこれを許可します。14日を超える必要があるときは，検事正の請求により，
裁判官は，１箇月を限度としてこれを許可することができ，この期間は，同じ手
続で更に同期間更新できます（230条の33）。
検事正または予審判事は，捜査または予審の必要があるときは，装置の取付け
または取外しの目的に限り，午前６時以前および午後９時以降であっても，所有
者または占有者もしくは管理者の同意なく，私有地内の車庫および公道上または
車庫もしくは倉庫に停車中の車両に立ち入ることを許可することができます
（230条の34第１項）。
Ⅴ　GPS捜査に令状が必要か。任意捜査か強制捜査か。
まず，Ａ決定とＢ決定とが基本的対立している問題，すなわち，GPS装着による
位置検索をすることの法的性質をおさえておく必要があります。強制捜査と任意捜
査を区別する基準を示したのが，判例 です。しかし，近時，プライバシーその
他重要な権利・利益に実質的な侵害ないし制約を加えるような新たな捜査手段につ
いて，それが相手方の明示または黙示の意思に反して行われた場合，強制処分と捉
えるべきだとする見解が支配的となっております。そこで，本件において，実質的
な利益侵害ないし制約があったか否かおよび令状を必要とするか否かを考えるべき
ファクターは，①尾行（任意捜査）との対比，②通信傍受，宅急便荷物エックス線
検査（強制捜査）との対比，③監視（情報取得）期間，④パブリックな場所での使
用か，⑤被疑事実の捜査以外に取得目的はないか，⑥取得情報の事後利用の諸点と
思われます。以下にこれらの項目を順次考察してゆきます。
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１　尾行・張込みなど旧来型捜査との相異（プライバシー侵害の質量１）
古くから任意捜査の典型として，尾行，張込み，聞込みなどの捜査方法が知ら
れています。Ａ決定は，①24時間引き続いての監視ではない，②見失ったときだ
けの利用，③メモはしていないなど，ことさらともいえる程にGPS捜査の威力を
弱めた認定をしています。また，前田雅英教授は，Ａ決定につき「もとより本件
決定はGPSを用いた捜査の全てが任意捜査となるわけではない。一定の要件の下
でのみ任意捜査たり得るとした。」とし，本件では「特にプライバシー侵害の程
度が大きいものではない」ことをＡ決定は強調しているとされています（参考文
献 62頁）。
しかるに，GPS捜査のために用いられる機器は，小型化，軽量化，巧妙化が進
み，追跡に当たり比較にならぬ程に広範囲の「足」，しっかりとした「眼」で正
確・確実な情報を捉え，僅かな手間で半永久的に保存し，分析することによって
行動を監視できるように工夫がなされており，劇的な情報技術の革新の中にあっ
て，原始的な尾行とは精度・組織性・体系性においてはるかに異なります（参考
文献 62〜64頁）。ここにおいてこそ，GPS本来の機能を発揮させることができ
るのです。デジタルデータとして蓄積された膨大な行動記録をコンピュータプロ
グラムによって分析すれば，例えば，宗教施設・政治団体事務所への出入りの有
無やその回数等を把握することによって，宗教的信条や思想等を含む相当詳細な
プロファイルの作成が容易に可能となってきます（参考文献 40〜41頁）。Ｂ判
決も指摘するように，「目視のみによる捜査とは異質なものであって，尾行等の
補助手段として任意捜査と結論付けられるものではな［い］」というべきです。
山本龍彦教授は，「GPS監視は，GPSデータの取扱いを明確かつ厳格に規律す
る法律ができてはじめて，伝統的な『尾行』との類推が許される」とし，その上
で，宗教施設や風俗店に出向いた等の情報が「忘れられる」ことを制度的・技術
的に担保する法律が存在しない現状において，令状なしで行われたGPS捜査を
「尾行」と同一視したＡ決定には問題があると言わざるを得ないと主張していま
す（参考文献 64頁）。
２　通信傍受やエックス線検査との同質性（プライバシー侵害の質量２）
監視型捜査の例であるGPS監視は，通信傍受・電話検証と似た構図になると思
います。今回のGPSの無断設置は，盗聴行為と共通の性質をもち，プライバシー
侵害の程度は質的に異なるものではないのに，携帯電話等の通信傍受には令状が
2
9
4B
3
62 専修ロージャーナル　第11号 2015. 12
必要とされるのに対し，令状なしで必要性・相当性の判断だけで適法性の要件が
足りるというのは，全くバランスがとれません（註９）。電話傍受に類似した立法措置が
要請されるとともに，それができるまでの解釈論としては，判例 の立場で行
くしかないと思います。
判例 は，通話時間・内容が現実にどの程度の通話傍受であったかの具体的
な事情を顧慮することなく（量でなく質の問題として），抽象的に通信の秘密を
侵害すると認定した上で強制処分を認定しています。緑大輔教授は「捜査機関の
情報取得行為とその波及効を考慮して強制処分性を（当該事案における制約の程
度をみずに）類型的に判断する場面も存在してきた。」とし，「取得行為中心主義
では汲み尽くせない要素がある」とします（参考文献 65頁）。
GPS端末を装着され，プライバシーを侵害された被害者たる情報主体は，捜査
機関に位置情報を把握されたことにつき覚知することがなく，情報の性質上，裁
判の証拠として提出されることは極めて希ですから，適法性の事後チェックは難
しいといわねばなりません。その意味で，令状発付による裁判官の事前チェック
が重要となります（参考文献 32頁）。また，規制の面では，通信傍受法という
見本があるのですから，これを参照しながらGPS捜査法を制定したらどうでしょ
うか（参考文献 60頁）。
判例 は，平成21年のエックス線を照射して内容物の射影を観察した事案に
おいて，最高裁は射影が「内容物によってはその品目等を相当程度具体的に特定
することも可能である」ことに言及し，「プライバシー等を大きく侵害する」行
為であり，強制処分（検証）とみるべきであると述べています。この事案も，当
該事案で具体的に生じた侵害でなく，用いられた技術的特性に着目し，判例
と同じく一律・類型的に，宅配便荷物のＸ線検査という形で抽象化・一般化して，
エックス線照射を強制処分と判断しております（参考文献 61頁，）（註10）。この類型
的判断という点において，判例 の考え方は，判例 の延長線上にあるといっ
てよいと思います。
３　監視（情報取得）期間の長さ（プライバシー侵害の質量３）
本件GPS装着による監視期間が６か月というのは余りに長期間ではないでしょ
うか。GPS等技術的装置の使用による捜査について，ドイツでは３か月原則をと
っており，それを超える長期間監視（längefristige Observation）には裁判官の命
令を必要としています（ドイツ刑事訴訟法163条ｆ）。また，フランスでも，上記
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のように14日を超える監視については裁判官の関与を要求しています。
長期間にわたる監視行為がデジタルデータとして蓄積される膨大な行動記録を
コンピュータプログラムによって分析すれば，相当詳細なプロファイルの作成が
容易となります。これによって，プライバシー侵害の程度が幾何級数的に増加す
るからです。
ニューヨーク州上告裁判所は，2009年のPeople v.Weaver判決（12N.Y.3d 433）
において，65日間にわたるGPS追跡装置の使用の是非が問われたが，法廷意見は，
ビーパーが原始的な追跡装置であるのに対し，「GPS追跡装置は安価で容易に使
用でき，精巧な技術を擁し，非常に精確な追跡能力を有する。」とした上で，
GPS追跡装置の長期間使用は，個人のプライバシーの合理的期待を侵害すると判
示しました。判決理由によれば，GPS追跡装置は，「長期間にわたり，個人のす
べての行き先，例えば，精神科医，整形外科医，中絶クリニック，エイズ治療セ
ンター，ストリップクラブ，刑事弁護人事務所，時間制ホテル，労働組合集会，
モスク，シナゴーグ，ゲイバーといった私的な性格をもった行き先を記録できる。
この技術によって得た驚くべき量と質の記録によれば，政治的，宗教的な結びつ
きや交友関係も推論でき，非常に詳細なプロファイルの作成が可能となる」から
であるとしました（参考文献 259頁）。
眞に捜査に必要な期間を令状審査し，不当な目的や多目的の利用をスクリーニ
ングする機会を設けることが必要だと思われます（５および６と競合）。
４　パブリックな場所での使用に限定できるか（プライバシー侵害の質量４）
いわゆる京都府学連事件以降，公道上にいる人の行為や容貌を写真・ビデオに
撮影することは，任意捜査とされています（最大判昭44・12・24刑集23巻12号
1625頁・判例百選［８版］９事件〈三浦守〉20頁）。保護されるべきプライバシ
ーの期待の低さをその理由としていると思われます。
ところで，GPS監視に用いられる機器が対象者等の車両に設置されることから，
その走行は公道に限られません。私道を走ることもあり得ますし，また，知られ
たくない場所に立ち寄ることも考えられます。Ｂ決定が指摘するように，「GPS
捜査は，不特定多数の第三者から観察されることのない空間，すなわちプライバ
シー保護の合理的期待が高い空間が存在する場合においても，その位置情報を取
得できることに特質がある」というべきです。現に本件においては，コインパー
キングや商業施設駐車場のみならず，ラブホテル駐車場内に所在した位置情報が
6
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複数回取得されていると認定されています。加えて，本件では，装置設定のため
に，私有地に許可なく入ったことにより刑罰法規に触れる面があります。
さらにいえば，公道上だからといってGPS利用によるプライバシーの保護の期
待が軽微といって片づけられません。宮下紘準教授は，①グーグル社のストリー
トインタビューで，公道上の撮影であっても人が画像に写っているなどの理由で，
一定の画像が削除されたり，ぼかしが入った事例や②芸能人の自宅近隣の写真等
を公開し，芸能人と会うことにする出版物が人格権侵害とされた事例を紹介して
おられます（註11）。
５　目的外の取得および目的外の使用のおそれ（事前審査の必要性１）
GPS捜査の直接の狙いがα事実の解明にあったとして，採取される位置情報は
監視期間における全情報にわたりますから，その他の目的，つまり犯罪に関係し
ていてもβ事実の有力な情報や行政目的遂行上のγ事実に関する情報が同時に取
得される可能性があります。大きく言えば，軍事目的，政治弾圧目的などにも利
用されかねません。
犯罪事実については令状発付段階である程度チェックできるかも知れません
が，この問題は，究極的には，立法による解決しかありません。いわゆる通信傍
受法では，傍受に「第三者」の立会い（12条），「傍受すべき通信に該当する通信」
以外の通信記録の消去（22条２項），通信当事者への通知（23条）が要求される
など，当該事件が解決後に余計な情報を捜査機関内部に残さないような制度を設
けています。つまり，法律によって，当該被疑事件を超えた情報の二次的利用等
が制度的に防止されているのです。GPS捜査の規制に関する法律のない現状では
このような歯止めがないので，せめて令状発付の際に他目的の利用をとめる条件
を付すことによって一定の歯止めを図るしかありません。
６　取得した情報の事後利用（事前審査の必要性２）
GPS捜査による位置情報は，これを収集して分析検討に使わなければ有用性に
乏しいと言えます。しかし反面，情報の入手が簡易となれば，その蓄積も容易と
なる関係にあります。この蓄積情報をもとに，３記載のPeaple v. Weaber判決の
ように，対象者の人格プロファイル作成に資することに繋がってゆきます。単体
のデータから知るよしもない新たな事実や人物像を発見することが可能となって
きます（いわゆるモザイク理論）。
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したがって，令状審査に当たって，裁判官は情報取得後の利用のことも考慮に
入れつつ，適法性判断の材料の一つとして事前チェックを行うことが肝要と思い
ます（参考文献 69頁， 41頁）。
７　小括
以上を総合すれば，本件GPS捜査は，捜査官の必要性・相当性判断に委ねるので
はなく，裁判官の事前チェックたる令状審査を求めるべきであり，強制処分だと断
ぜざるを得ません。また，情報蓄積に従い取得情報の違法性が増加する点に鑑み，
ドイツ法制のように，証拠禁止を証拠採取禁止（Beweiserhebungsverbote）と証拠
利用禁止（Bewisverwertungsverbote）を区別し，法廷顕出時の証拠利用をチェッ
クするシステムも今後必要となってくるように思われます（末尾図１参照）。
Ⅵ　違法なGPS捜査にまつわる証拠の取扱い（GPS捜査の限界）
１　証拠排除に関する判例の立場
最決（一小）昭53・９・７刑集32巻６号1672頁（判例百選［９版］94事件「証
拠排除の要件」〈椎橋隆幸〉196頁）は，警察官が，覚せい剤の使用ないし所持の
容疑がかなり濃厚にみとめられる者に対して職務質問中，その者の承諾がないの
に，その上衣左側内ポケットに手を差し入れて，所持品である覚せい剤を取り出
した上検査したという事案について，当該事件では，職務質問に附随して行う所
持品検査で許容される限度を越えた違法行為であるとしながらも，当該証拠の排
除はしませんでしたが，「憲法35条，31条，刑訴法１条等にかんがみると，証拠
物の押収等の手続に，憲法35条及びこれを受けた刑訴法218条１項等の所期する
令状主義の精神を没却するような重大な違法があり，これを証拠として許容する
ことが，将来における違法な捜査の抑制の見地からして相当でないと認められる
場合においては，その証拠能力は否定される」との一般論を示しました。
２　証拠排除の根拠
刑事訴訟における排除法則は，アメリカ連邦最高裁判所が不合理な捜索押収を
禁止する憲法修正４条および法の適正手続を保障する同14条の解釈を通じて展開
してきたものであり，当初は連邦の事件だけについて適用されていたのが，1961
年のマップ判決（Mapp v.Ohio ,367U.S.643）により州の事件にも適用されるよう
になりました。この判決で排除法則の根拠として挙げられたのは，司法の廉潔性
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（integrity）の保持，違法捜査の被害者に対する救済（remedy），違法な捜査活動
の抑止（deterrence）の３点でありました。同国では，特に捜査機関に対する教
育的効果が重視されているようです（参考文献 240頁）。
しかし，排除法則は，そもそも有罪となるべき証拠があってもこれを事実認定
の資料から排除するのですから，他面において実体的真実を犠牲にする法則であ
り，その要件の設定には，訴訟手続の公正と実体的真実の調和から，一定の絞り
をかける必要があります。そこで，前掲昭和53年の最高裁判例は，証拠を排除す
るためには，①重大違法性と②排除相当性のふたつの要件が必要であるとしたの
です。
３　具体的適用
本稿では，本件GPS捜査は強制処分という立場に立っていますので，裁判官に
よる検証令状の有無が最も重要なポイントといえます。ちなみに，任意処分説に
立つＡ決定の立場においても，GPS使用の必要性や使用方法の相当性の有無が違
法性に影響してきます。Ａ決定は，一部の発信器については，コインパーキング
や商業施設またはラブホテルに立ち入って取り付けており，捜査官が承諾を得ず
に立ち入った点違法と評価される面がないとは言えないが，重大違法とまでは言
えないとしています。
本稿の支持するＢ決定の立場から本件GPS捜査の適法性を検討しましょう。Ｂ
決定の列挙するアからキまでの各項目を個別にみると，そこに重大な違法性の存
在することは，アとイで決定的というべきでしょう。
まずアですが，Ⅰの２で述べたように，プライバシーの侵害の程度は大きいと
いうべきです。人は，多かれ少なかれ弱みを持つのであって，国家による「監視」
を含む他者の余計な視線・評価を気にせずに済む領域が確保されてこそ，萎縮せ
ずに自由にそしてそれなりに強く生きることができる。ここにプライバシー保護
の要諦があります（参考文献 72頁）。次に，イですが，本件GPS捜査が検証
許可状を必要とする強制処分と解する本稿の立場から司法審査を経ていない点に
おいて，令状主義の軽視は明らかです。Ｂ決定のいうように，19台もの端末を使
い，大規模かつ組織的なGPS捜査を実施していますが，緊急状況下でもなく，令
状取得の時間的余裕は十分あったと認められます。ウは，Ａ決定も触れておりま
すが，私有地侵入の点は一つの違法性を加重する要素でありましょう。エおよび
オの点についていえば，運用要領（平成18年６月30日警察庁刑事企画課長の各都
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道府県警察の長あて制定の「移動追跡装置運用要領」を指します。）は，GPS捜
査につき法整備がなされていない現状を踏まえ，警察庁が任意捜査の枠内で合法
的にこれを実施するために策定した指針と考えらます。してみれば，これから大
きく逸脱した運用を自ら行うとなれば違法性を帯びるのは当然であると解しま
す。以上Ｂ判決の掲げる諸項目に照らし，本件GPS捜査は重大違法性の要件を充
足していると認められます。
次に，排除相当性の点ですが，電子機器を使った捜査技術の日々の進歩を考える
と，令状主義の遵守は必須であり，キの点も首肯できるところです。したがって，
Ｂ決定が関係証拠を排除したのは正当な結論であると考えます（末尾図２参照）。
Ⅶ　本件に関連するその他の問題点
1　内蔵型GPS捜査について
最近の電子機器には，使用者の位置を特定する機能が内蔵されており，多くの
自動車にはGPS機能が標準搭載されているといわれます（参考文献 251頁）。
GPS機能が既に内蔵されている場合には，捜査機関が装置を取り付けたり，取り
外したりすることに伴う車両等への権利侵害の問題は起こりません。この点を重
視する前記Jones判決に従えば，装着型と内蔵型を同列に論ずることはできない
ように思われます。しかし，使用者の知らない間に位置情報を捜査機関が把握す
ることにおいて点において，情報主体へのプライバシー侵害は同じです。全く同
様の事態を現出します。特に，携帯電話に内蔵している場合は，車両以上に電話
所有者に附随してどのような場所でも移動していきます。プライバシーの合理的
期待は一層高まります（註12）。したがって，内蔵されたGPS情報を入手したいときは，
システムを有する警備保障会社，携帯電話会社等電気通信事業者に対し，同装置
について検証許可状の発付が必要であると解します。
警備保障会社等の有する記録を差し押さえる場合も，差押許可状発付の審査の
段階でプライバシーの問題が同様に考慮されなければならないと思います。
２　検証許可状について
判例 は，電話検証につき，通信の秘密を侵害し，ひいてはプライバシーを
侵害する強制処分であることを考慮して厳格な要件を課しています。ドイツやフ
ランスの立法例でもGPS捜査に一定の歯止めをかけていることにみられるよう
に，GPS捜査による位置情報探索のための令状発付に当たって，わが国の裁判官
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は，侵害される情報主体のプライバシーや検証の目的・必要性を十分考慮にいれ
た審査を要すると考えます（参考文献 30頁）。
そして，発付に当たっては，監視の期間，目的外使用の禁止，事後利用の制限
など合理的条件を付すべきです。
装着型GPS捜査について，GPS端末を取り付けるべき車両所有者に令状の事前
呈示ができないと指摘する向きもありますが，ことの性質上対象者に対しては事
後告知で賄うほかないと思います。
３　ビデオによる監視行為について
Ｂ裁判の弁護人は，警察官等が乙らのアジトと目されたガレージや，寝泊まり
していたマンション等複数の場所でビデオカメラを用いて乙らの行動等を連続し
て公道上または捜査協力者の部屋から撮影した行為は違法であると主張しました。
しかし，Ｂ決定がいうように，その撮影が公道または隣家から視認できる場所
にに限られていたのであれば，前記京都府学連事件の判例の射程内であると認め
られます。ただ，撮影が長期化し，情報が集積されるときは，類型的にプライバ
シー侵害の虞れが生じ，GPS捜査と同列に扱わなければならなくなるでしょう。
なお，Ｂ決定は，本件ビデオ撮影のうち，郵便受け内の郵便物が撮影されている
点について，郵便受けの内部はプライバシー保護の合理的期待が（類型的に）高
い空間であることから，警察官等の撮影行為は郵便物の差出人や受取人のプライ
バシー等を大きく侵害するものであるから，捜索または検証としての性質を有す
る強制処分に該当し，無令状でこれを行った行為は違法であると断じています。
４　いわゆる泳がせ捜査について
弁護人は，捜査機関は，公訴事実の一部の事件により被告人を逮捕できたのに
直ちにこれを逮捕せず捜査を継続し，そのため被告人等が公訴事実中のその余の
事件を敢行して第三者に重大な法益侵害を発生させたから，任意捜査の限度を超
え違法であると主張しました。
しかし，Ａ決定およびＢ決定のいうように，捜査機関には，ある被疑事件にお
いて犯人の一部の逮捕が可能な状態にあったとしても，共犯関係など犯罪の全容
を解明し，同じ被疑者に対する他の被疑事件の捜査を遂行し，公判において有罪
を立証できるだけの証拠を収集するなどの捜査目的を達成するために，その時点
で逮捕するか任意捜査を継続するかという点につき裁量権があると解されます。
8
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逮捕できるのに逮捕しなかったことが違法と評価されるのは，対象犯罪の重大性
や捜査の必要性，緊急性などから，その合理的な裁量を逸脱したと認められる特
別な事情があるときに限られます。本件において，平成25年５月24日の事件（罪
となるべき事実３）やそれ以前に行われた一部の事件で乙を逮捕しても，甲やそ
の他の共犯者を逮捕できたとはいえず，他の事件について検挙できたとも言えま
せん。また，その時点で氏名等が判明していた甲と乙ほか２名の共犯者のほかに
も共犯者がいないとは限らず，早期の逮捕は他の共犯者による証拠隠滅を誘発す
るおそれもあったことや対象犯罪が窃盗・侵入盗であることも考慮すれば，特別
の事情があったとは認められないので，捜査機関の合理的裁量の範囲内にあった
と言えます。
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図１　強制処分についてのＢ決定の考え方と本稿の立場
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